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概略 

地盤工学は原子力事業を支援する技術の一つとして、地下水流動予測や各種地盤改良工法等を

通じて、被災原子炉から発生する汚染水対策に寄与しているのみならず、廃炉に至る今後の作業

でも地下掘削や放射性廃棄物処分において重要な役割を果たすことができる。 

一方、地盤工学・土木工学分野の専門家・技術者の多くは、一般公共事業への寄与を主な目的

として技術開発を行っており、必ずしも原子力工学分野に詳しくないのも事実である。また、多

くの土木工学系学科では、一般公共事業への寄与を念頭に置いた技術者教育が展開されているが、

今後 40 年にもわたる福島第一原子力発電所の事故収束に寄与できる人材を育成するためには、従

来型の地盤工学・土木技術者教育に加え、原子力工学分野の知見・教育事項を取り入れた新しい

カリキュラムの構築と実践が必要不可欠である。 

このような背景及び実情の打開を目指し、本事業では「原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）：

東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2015～2015 年中長期ロード

マップの改訂に向けて～、平成 27 年 4 月 30 日」に基づき、５カ年計画で実効性の高い研究及び

技術開発を行うと共に、それを支える次代の技術者を育成する教育プログラムの構築をねらいと

して研究を推進する。 

なお、研究・技術開発では、先の技術戦略プランに示された「燃料デブリ取り出し」及び「長期

的な措置を要する廃棄物」に焦点を当てつつ、福島第一原子力発電所でこれらの作業を進めるに

あたって安全確保の観点から必要不可欠な工事環境や工事に伴う周辺環境への影響評価を取り上

げ、以下に示す①～③を個別基盤研究テーマとして設定した。 

① 現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・作業環境の状況調査と将来予測 

・高精度かつ広域の地下水状況の把握 

（放射性物質濃度の地下分布の高精度測定と将来予測技術の開発） 

・高精度かつ長期にわたる将来に適用可能な地下水調査・予測技術の構築 

（構内における工事の安全性や資材搬入経路の選定、廃止措置までのモニタリング等に活用） 

② 土・地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削技術の適用評価、それに

基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニューの提示 

・土や地盤が有する高い放射線遮蔽性能を活用した燃料デブリ取り出し方法の実効性評価 

・数多くの実績を有する掘削技術を援用したデブリ処理メニューの提示 

（構内における工事の安全性や資材搬入経路の選定、廃止措置までのモニタリング等に活用） 

③ 福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショニングに関する実

現可能な技術の開発 

・地盤工学分野で開発された放射性廃棄物の処分技術を起点とした実現可能なデコミッショ

ニング技術の開発と処分シナリオの構築 

また、人材育成の面においては、地盤工学会内に専門の学術研究委員会を組織し、福島第一原

子力発電所の廃止措置に寄与可能な地盤工学技術の体系化を進めると共に、原子力技術者と協働

できる新しい地盤工学技術者の育成を目的としたプログラム「廃炉地盤工学」の構築を目指すも

のである。 
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以下に、５カ年計画の１年目である本年度業務成果の概略を述べる。 

（１）廃炉シナリオ検討委員会(JGS オールジャパン廃炉委員会)構築と廃炉シナリオ及び廃炉地

盤工学カリキュラムの設計（地盤工学会） 

 廃炉シナリオ検討委員会の構築と廃炉シナリオの実現性検討 

・「福島第一原子力発電所廃止措置に向けた地盤工学的新技術と人材育成に関する検討会

（略称：廃炉地盤工学委員会）※」を学会内に組織した。 

・中長期ロードマップ・戦略プラン等を統一的な観点のもと整理し、実効性の高いと考えら

れる廃炉シナリオの素案を検討・構築した。 

・廃炉過程において必要とされる技術を抽出すると共に、再委託先（早稲田大･千葉工大）

から提供された最新の技術開発成果を吸い上げ、中長期ロードマップ等に示されたシナリ

オを対象に、現存する技術の適用を試みた。 

※学会の活動実態を反映した委員会名称にする慣例に則り、当該名称に変更。 

 廃炉地盤工学カリキュラムの設計開始 

・廃炉過程を時間的経過から「汚染水・地下水環境制御」・「燃料デブリの取出し」、「デ

コミッショニング」に分割し、前項で抽出した地盤工学系技術を学問単元（地盤力学・地

盤環境学・地盤材料学・地盤施工学）で整理・割付け、技術マップとして体系化した。 

・廃炉に必要な技術の位置付けの明確化を図ると共に、必要技術の欠落・優先すべき技術、

既存技術応用の可能性等について検討した。 

・今後の模擬授業の準備のため、前述の学問単元でカリキュラムを整理し、その構成につい

て検討を開始した。 

（２）重泥水の放射線遮蔽特性定量調査とそれを活用したデブリ取出し補助技術の可能性机上検

討及び福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物の一時仮置き施設の覆土材のガンマ線遮蔽

特性データ取得と分析（再委託先：早稲田大学／個別基盤研究テーマ②③） 

・デブリ取出し補助技術として、ガンマ線と中性子線の両方の遮蔽性能を有する超重泥水技

術の開発及びガンマ線遮蔽性能と遮水性能の両方を保有する覆土材の開発を進めた。 

・各土質材料の放射線遮蔽特性は、設備備品である放射線遮蔽性能実験用具を活用して調査

した。なお、覆土材の放射線遮蔽特性には、土質材料の含水状態や保水状況が寄与するこ

とから、保水性試験装置を用いた実験の結果を踏まえ整理した。 

・個別基盤研究の支援データとして活用するため、各材料の仕様に応じてデータを整理し、

データベースのプロトタイプを試作した。 

・廃炉シナリオ検討のため、開発した土質材料の利用を想定したシナリオメニューを試作す

ると共に、作業のための空間放射線低減効果の検討に向けた情報を収集した。 

（３）広域な地下水流動を対象とした調査技術の精度検証と現場試験計画及び地下水流動解析技

術の環境整備（再委託先：千葉工業大学／個別基盤研究テーマ①） 

 室内土層実験による実流速の測定精度の検証 

地下水の流向・流速を測る試験装置（流向・流速計等）の測定精度を検証するため、浸透

模型水槽（土層実験水槽）を設計・製作し、問題点・課題を整理した。併せて、初級者向け
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の手順書を作成し、学生も含めた若手技術者を対象に実験講習会を開催した。 

 実験井戸による現場試験計画 

実験を行うにあたっての課題･条件について検討すると共に、試験場所やその背景情報

（地形・地質・地下水環境）、及び試験手順を整理した上で、ボーリング孔（試験孔）を用

いた現場試験計画を策定した。 

 浸透流解析・物質移行解析のための環境整備・構築 

広領域・長期間の地下水環境変動予測技術開発に向けて、地下水理のモデル化や浸透流

解析・物質移行解析のためのハード（クラスタマシン）やソフト（解析と図化）などの研

究開発環境の整備に着手した。 

（４）研究推進 

学会内に設置した委員会において、取りまとめられた各研究開発成果を実効性の観点から議

論することで、より質の高い研究成果を得ることを目指した。また、研究を円滑に進めるため

に主要メンバー（幹事以上）による会合を適宜実施すると共に、関連諸機関との連携及び情報

交換のため、各種会議に参画した。 
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1. はじめに（背景と目的） 

地盤工学は原子力事業を支援する技術の一つとして、地下水流動予測や各種地盤改良工法等を

通じて、被災原子炉から発生する汚染水対策に寄与しているのみならず、廃炉に至る今後の作業

でも地下掘削や放射性廃棄物処分において重要な役割を果たすことができる。一方で、地盤工学・

土木工学分野の専門家・技術者の多くは、一般公共事業への寄与を主な目的として技術開発を行

っているため、必ずしも原子力工学分野に詳しくないのも事実である。そのため、福島第一原子

力発電所の燃料デブリ取出しから廃止措置に貢献できる基本的技術を保有しているにもかかわら

ず、原子力工学分野の求めている事項を認識していないが故に、直接的な寄与ができていないの

が実情と考えられる。土木工学系学科の多くでは、一般公共事業への寄与を念頭に置いた技術者

教育が展開されているが、今後 40 年にもわたる福島第一原子力発電所の事故収束に寄与できる人

材を育成するためには、従来型の地盤工学・土木技術者教育に加え、原子力工学分野の知見・教

育事項を取り入れた新しいカリキュラムの構築と実践が必要不可欠である。具体的には、20 世紀

に地盤工学・土木工学が多大な貢献を果たしてきた原子力発電所の建設技術に加えて、立地や放

射性廃棄物の処分、解体・撤去など、廃止措置に至る過程を一貫して担うことのできる教育プロ

グラムを構築する。これにより、廃止措置において、地盤工学・土木工学の観点から寄与・貢献

できる技術産業を創出し、若者が将来の職業として魅力を感じる産業に育成することで、東京電

力福島第一廃炉推進カンパニー等への人材輩出及び実効的な技術支援が可能になるものと考える。 

以上のような背景と実情を打開することを目指し、本研究課題では「原子力損害賠償・廃炉等

支援機構（2015）：東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2015～

2015 年中長期ロードマップの改訂に向けて～、平成 27 年 4 月 30 日」に基づき、実効性の高い研

究及び技術開発を行うと共に、それを支える次代の技術者を育成する教育プログラムの構築をね

らいとして研究推進を行う。戦略プランでは「福島第一原子力発電所の廃炉作業は、事故に由来

する通常の原子力発電所にはない放射性物質によるリスクを継続的に下げるための取り組みであ

り、当該戦略プランは中長期のリスク低減戦略の設計と言え、その策定に当たり、安全、確実、

合理的、迅速、現場指向という５つの基本的考え方を定め、リスク低減の優先順位付けをして今

後の取り組みをまとめている」とされる。そして、同プランでは優先順位により３つに分類され

た主要なリスク源のうち、可及的速やかに対処すべき「汚染水等」については既に対策が進めら

れているという認識の下、周到な準備を必要とし、数多くの課題にチャレンジしなければならな

い「燃料デブリ取り出し」と「長期的な措置を要する廃棄物対策」の検討を実施するとされる。 

そこで、本研究では「燃料デブリ取り出し」及び「長期的な措置を要する廃棄物対策」に焦点

を当てると共に、福島第一原子力発電所でこれらの作業を実施するにあたり、安全確保の観点か

ら必要不可欠となる工事環境や工事に伴う周辺環境への影響評価も取り上げ、このような狙いを

達成すべく、次のテーマ①～③を基盤研究として実施する。 

テーマ①：現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・作業環境の状況調査と将来予測 

テーマ②：土･地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削技術の適用評価､

それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニューの提示 

テーマ③：福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショニングに関

する実現可能な技術の開発 
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図 1-1 に本研究課題の基盤研究テーマとそれらの相関を模式図として示す。また、図 1-2 には

福島第一原子力発電所の現状評価からデブリ取出し、最終的な廃止措置に至るまでの時間経過に

おける個別基盤研究テーマの位置づけと連結性を模式図として示す。 

 

図 1-1 各基盤研究で予想される成果の福島第一原子力発電所の廃止措置への適用の概念図 

 

 

図 1-2 福島第一原子力発電所の現状評価からデブリ取出し、最終的な廃止措置に至るまでの 

時間経過における個別基盤研究テーマの位置づけと連結性 
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以下に、本研究における実施内容の具体を個別基盤研究テーマごとに取りまとめると共に、地

盤工学会としての狙い・方針を述べる。 

 

「テーマ①：現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・作業環境の状況調査と将来予測」 

高精度かつ広域な地下水状況の把握、特に放射性物質濃度の地下分布の高精度測定と将来予測

技術を開発する。また、福島第一原子力発電所構内で行われる工事の安全性や資材搬入経路選定

などに活用するため、極めて高精度かつ長期将来に適用可能な地下水調査・予測技術を構築する。

さらに、開発した技術は廃止措置までの地下水モニタリングにも応用する。 

「テーマ②：土・地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削技術の適用評価、

それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニューの提示」 

土・地盤の持つ高い放射線遮蔽性能を活用しながら、炉心溶融により格納容器内に残置されて

いる燃料デブリを取り出す方法の実効性評価と非常に数多くの実績のある掘削技術を援用したデ

ブリ処理メニューの提示を行う。 

「テーマ③：福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショニングに関

する実現可能な技術の開発」 

地盤工学分野で開発された放射性廃棄物処分技術を起点に、実現可能なデコミッショニング技

術の開発と処分シナリオの構築を行う。これは、未解決の課題であるデブリ取出しに向けた発電

所構内で進められている除染工事で発生する廃棄物の処理・処分、及び取り出されるデブリや解

体される原子炉建屋の処分におけるデコミッショニング技術の開発を行うものである。 

以上の個別基盤研究に対して、地盤工学会では日本全国に及ぶネットワークを活用して、広い

分野の英知を結集した専門の学術研究委員会を学会内に設置し、各テーマの研究開発成果を議論

し、よりよい研究成果となるよう導く。また、廃止措置に寄与可能な地盤工学技術を個別基盤研

究で開発した技術も含めて体系化し、原子力技術者と協働できるような新しい地盤工学技術者を

育成するプログラム「廃炉地盤工学」を構築する。 
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2. 業務計画 

2.1 全体計画 

本事業は、福島第一原子力発電所の廃止措置を、実効性の高い技術に基づき実現することを目

指して、高放射線環境下での作業等、原子力分野特有の条件を地盤工学分野の技術と融合し、現

状から廃炉までの時間軸を考慮した個別基盤研究テーマ①～③の技術開発を進めると共に、これ

ら廃止措置に寄与可能な地盤工学技術を体系化し、原子力技術者と協働できるような新しい地盤

工学技術者を育成するプログラム「廃炉地盤工学」を構築する。 

本事業の全体計画図（５カ年計画）を図 2-1 に示す。 

 

研究項目 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

(1) 廃炉シナリオ検討･構築、人材育成

プログラム(地盤工学会：テーマ③

及び成果総括) 

1) 廃炉シナリオの検討・構築    

2) 廃炉地盤工学カリキュラムの構築

     

(2) 重泥水の放射線遮蔽特性定量調査と

それを活用したデブリ取出し補助技

術の可能性机上検討及び福島第一原

子力発電所構内の除染廃棄物の一時

仮置き施設の覆土材のガンマ線遮蔽

特性データ取得と分析(早稲田大

学：テーマ②③) 

1) 重泥水等放射線遮蔽実験 

2) 各種遮蔽材設計 

     

(3) 広域な地下水流動を対象とした調査

技術の精度検証と現場試験計画及び

地下水流動解析技術の環境整備 

(千葉工業大学：テーマ①*) 

     

(4) 研究推進     

*個別基盤研究テーマ 

図 2-1 本事業の全体計画図 
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2.2 平成２７年度計画（５ヶ年計画の１年目） 

本成果報告書では、５カ年計画の１年目である本年度業務の実績を述べる。今年度の業務実施

計画を図 2-2 に示す。 

 

業務項目 
実    施    日    程 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

(1)地盤工学会･廃炉シナリオ検

討委員会（JGSオールジャパ

ン廃炉委員会）の構築と廃炉

シナリオ及び廃炉地盤工学

カリキュラムの設計 

① 廃炉シナリオ検討委員会

（JGS オールジャパン廃

炉委員会）の構築と廃炉

シナリオの試設計 

② 廃炉地盤工学カリキュラ

ムの設計開始 

(2)重泥水の放射線遮蔽特性

定量調査とそれを活用し

たデブリ取出し補助技術

の可能性机上検討及び福

島第一原子力発電所構内

の除染廃棄物の一時仮置

き施設の覆土材のガンマ

線遮蔽特性データ取得と

分析（早稲田大学） 

(3)広域な地下水流動を対象

とした調査技術の精度検

証と現場試験計画及び地

下水流動解析技術の環境

整備（千葉工業大学） 

(4)研究推進 

            

図 2-2 平成 27 年度の業務実施計画 
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2.3 平成２７年度の成果目標及び実施方法 

 本項では、本年度成果目標及び実施方法の具体について、各作業項目ごとに整理して示す。な

お、個別基盤研究テーマ①～③を含む作業については、その旨を明記した。 

 

(1) 地盤工学会・廃炉シナリオ検討委員会（JGS オールジャパン廃炉委員会）の構築と廃炉シ

ナリオ及び廃炉地盤工学カリキュラムの設計 

① 廃炉シナリオ検討委員会(JGSオールジャパン廃炉委員会)の構築と廃炉シナリオの試設計 

地盤工学会の日本全国に及ぶ広いネットワークを活用して、広い分野の英知を結集した廃

炉シナリオ検討委員会（JGS オールジャパン廃炉委員会）を地盤工学会内に組織し、廃炉過程

において必要とされる技術の洗い出しとその技術を活用した実現性の高い廃炉シナリオを案

出・検討する。検討委員会の中に、個別基盤研究テーマ①～③ごとのワーキンググループを

設置し、検討内容の議論を牽引する。 

廃炉シナリオ検討委員会では、中長期ロードマップに示される廃炉シナリオに対して、現

存する技術の適用を試み、具体的な技術とシナリオにおける実施項目の対応の具体化を行う

と共に、今後必要と考えられる地盤工学的技術の抽出を行う。また、再委託先である早稲田

大学及び千葉工業大学から提供される最新の技術開発成果を吸い上げて、より実効性の高い

と考えられる廃炉シナリオの提案と試設計を行う。 

② 廃炉地盤工学カリキュラムの設計開始 

廃炉過程で活用される地盤系技術の整備・教育を進めるために「廃炉地盤工学」のカリキ

ュラム設計を開始する。廃炉過程を時間的経過から「汚染水・地下水環境制御」・「燃料デブ

リの取出し」、「デコミッショニング」に分割し、廃止措置に活用が期待できる地盤工学系

技術をリストアップする。必要な技術の抽出にあたっては、地盤工学を「地盤力学（力学的

安定性評価）」、「地盤環境学（地盤内及び地盤を介した空間の環境評価）」、「地盤材料学

（地盤系物質の建設・施工材料としての評価）」、「地盤施工学（地盤に着目した施工シナリ

オの作成）」等に単元分けし、必要とされる技術の洗い出しや割付を行う。このような一次

的な体系化により、廃炉に必要な技術の位置付けを明確にし、必要技術の欠落や優先すべき

技術、さらに既存技術の応用の可能性等を検討する。また、今後の模擬授業の準備のため、

現存の単元でカリキュラムを並べ一次構成を開始する。 

 

(2) 重泥水の放射線遮蔽特性定量調査とそれを活用したデブリ取出し補助技術の可能性机上

検討及び福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物の一時仮置き施設の覆土材のガンマ線

遮蔽特性データ取得と分析（再委託先：早稲田大学／個別基盤研究テーマ②及び③） 

デブリ取出し補助のためのガンマ線と中性子線の両方の遮蔽性能を有する超重泥水技術の

開発とガンマ線遮蔽性能と遮水性能の両方を保有する覆土材の開発を行うと共に、各材料の

放射線遮蔽特性を、設備備品の放射線遮蔽性能実験用用具を活用して調査する。 

覆土材の放射線遮蔽特性は、土質材料の含水状態・保水状況が寄与していると考えられる

ことから、設備備品の覆土土質材の保水性試験装置を活用した実験結果を踏まえて整理する。

これらの成果は、個別基盤研究テーマの②、③を支援するデータベースとなり、各材料の仕
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様に応じてデータを整理し、データベースのプロトタイプの試作を行う。また、より実効性

の高い廃炉シナリオを検討するため、開発した材料の利用を想定した廃炉シナリオメニュー

の試作と工事作業のための空間放射線低減効果を検討するための情報収集を行う。 

 

(3) 広域な地下水流動を対象とした調査技術の精度検証と現場試験計画及び地下水流動解析

技術の環境整備（再委託先：千葉工業大学／個別基盤研究テーマ①） 

個別基盤研究テーマ①における現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・作業環境の

状況調査と将来予測のうち、以下の項目を実施する。 

地下水の流向・流速を測る試験装置(流向・流速計等)の測定精度を検証するため室内土層

実験の設計・制作を行い、問題点を抽出する。また、ボーリング孔を用いた現場試験を計画

する。これらの実験に関しては、学生も含め若手技術者を対象に講習会を実施する。広領域・

長期間の地下水環境変動予測技術を開発するため、地下水理のモデル化及び浸透流解析・物

質移行解析のためのハード（クラスタマシン）やソフト（解析と図化）の環境整備を行う。 

 

(4) 研究推進 

地盤工学会内に構築した廃炉シナリオ検討委員会（JGS オールジャパン廃炉委員会）におい

て、研究代表者及び再委託先の研究を取りまとめ、その成果について実効性の観点から議論

を行い、より質の高い研究の推進を図った。 
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3. 平成２７年度の実施内容及び成果 

3.1 地盤工学会･廃炉シナリオ検討委員会(JGS オールジャパン廃炉委員会)構築と廃炉シナリ

オ及び廃炉地盤工学カリキュラムの設計 

 

3.1.1  廃炉シナリオ検討委員会(JGSオールジャパン廃炉委員会)の構築と廃炉シナリオの実

現性の検討 

(1) 廃炉シナリオ検討委員会（JGS オールジャパン廃炉委員会）の構築 

地盤工学会では、2014 年度 F/S 研究に採択された「文部科学省 国家課題対応型研究開発

推進事業－廃止措置等基盤研究・人材育成プログラム委託費」『汚染水対策・デブリ取出し

から廃炉までを想定した地盤工学的新技術開発と人材育成プログラム』において「福島第一

原子力発電所汚染水問題に関する会長特別懇談会」を組織し、福島第一原子力発電所の事故

処理に対する地盤工学技術の貢献の方法を検討してきた。本年度、文部科学省「英知を結集

した原子力科学技術・人材育成推進事業 廃止措置研究・人材育成等強化プログラム」に採

択された『福島第一原子力発電所構内環境評価・デブリ取出しから廃炉までを想定した地盤

工学的新技術開発と人材育成プログラム』（2015 年度～2019 年度）を遂行するにあたっては、

地盤工学会の日本全国に及ぶ広いネットワークを活用し、産官学の英知を結集するため、新

たに学会員からメンバーを募集し、廃炉シナリオ検討委員会を立ち上げた。 

同委員会では、中長期ロードマップや技術プラン 2015 に示された廃炉シナリオに対して、

必要技術の抽出や既存技術の適用性･応用等、地盤工学技術の位置づけを明確かつ具体化し、

個別基盤研究の開発成果を踏まえた、より実効性の高いと考えられる廃炉シナリオの構築を

目指すほか、これらの技術を体系化し、原子力技術分野の技術者と協働できる新しい地盤工

学技術者の育成プログラムを構築する方針である。また、上述の会長特別懇談会のメンバー

は、廃炉シナリオ検討委員会のコアメンバーとして参画し、会長特別懇談会は発展的に解消

した。 

表 3-1 に廃炉シナリオ検討委員会の構成を示す。コアメンバーは委員長、副委員長、座長、

幹事長、幹事（複数）から構成され、委員会の運営方法等を協議するために少なくとも 1～2

ヶ月に 1回は会合（以下、1F 申請者会合と記述する）をもつこととした。また、委員は表 3-1

に“W.G.”列に示すとおり、以下の 1～3のワーキンググループに割付け、検討活動が行いや

すくなるように心がけた。 

１．地盤・地下水環境の現況調査と将来予測 WG 

２．燃料デブリの取り出し補助技術 WG 

３．廃棄物処分とデコミッショニング WG 

  

廃炉シナリオ検討委員会の全体会合は、2016 年 1 月 7 日に表 3-1 のメンバーを招集して、

開催した。議事内容や主な討議事項については 3.4.3 節に取りまとめたので、そちらを参照

のこと。 
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表 3-1 委員会名簿 

No. 会務 W.G. 氏名 所属 

1 委員長 ALL 東畑 郁生 関東学院大学 
2 副委員長 1,2,3 鈴木 誠 千葉工業大学 

3 座長 1,2,3 小峯 秀雄 早稲田大学 

4 幹事長 1,2,3 後藤 茂 地盤工学会／早稲田大学 

5 幹事 3 高尾 肇 日揮（株） 

6 幹事 3 渡邊 保貴 （一財）電力中央研究所 

7 幹事 1,2,3 斉藤 泰久 パシフィックコンサルタンツ（株） 

8 幹事 1,2,3 菱岡 宗介 パシフィックコンサルタンツ（株） 

9 幹事 1,2,3 黒崎 ひろみ パシフィックコンサルタンツ（株） 

10 委員 1 末岡 徹 （株）地圏環境テクノロジー 

11 委員 1 浅岡 顕 （公財）地震予知総合研究振興会 

12 委員 1 日下部 治 茨城工業高等専門学校 

13 委員 2 三村 衛 京都大学大学院 

14 委員 2 勝見 武 京都大学大学院 

15 委員 3 河西 基 （株）アサノ大成基礎エンジニアリング 

16 委員 2 黒木 亮一郎 （独）日本原子力研究開発機構 

17 委員 3 藤崎 淳 原子力発電環境整備機構（NUMO） 

18 委員 1 新貝 文昭 パシフィックコンサルタンツ（株） 

19 委員 1 田中 耕一 鹿島建設（株） 

20 委員 1 佐原 史浩 鹿島建設（株） 

21 委員 1 瀬尾 昭治 鹿島建設（株） 

22 委員 1 須山 泰宏 鹿島建設（株） 

23 委員 2 井尻 裕二 大成建設（株） 

24 委員 2 長峰 春夫 大成建設（株） 

25 委員 2 堀越 研一 大成建設（株） 

26 委員 1 奥野 哲夫 清水建設（株） 

27 委員 3 土 宏之 清水建設（株） 

28 委員 3 樋口 義弘 清水建設（株） 

29 委員 3 山本 修一 （株）大林組 

30 委員 2 深谷 正明 （株）大林組  

31 委員 1 松田 隆 （株）大林組 

32 委員 3 下河内 隆文 （株）竹中工務店 

33 委員 1 菱谷 智幸 （株）ダイヤコンサルタント 

34 委員 3 西本 壮志 （一財）電力中央研究所  

35 委員 3 塩月 正雄 （独）日本原子力研究開発機構 

36 委員 1 竹内 真司 日本大学 

37 委員 3 嘉門 雅史 京都大学名誉教授 

38 委員 2 張 鋒 名古屋工業大学 

39 委員 3 小高 猛司 名城大学 

40 委員 3 土田 孝 広島大学 

41 委員 2 半井 健一郎 広島大学 

42 オブザーバー   高橋 美昭 東京電力（株） 

42 オブザーバー   今津 雅紀 原子力損害賠償・廃炉等支援機構(NDF) 

43 オブザーバー   井上 雅則 国立研究開発法人科学技術振興機構 

44 オブザーバー   豊口 佳之 内閣府 

45 オブザーバー   近藤 裕之 内閣府 

46 オブザーバー   大橋 秀昭 技術研究組合 国際廃炉研究開発機構（IRID） 

47 オブザーバー   松元 慎一郎 技術研究組合 国際廃炉研究開発機構（IRID）  
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なお、「廃炉シナリオ検討委員会」は地盤工学会の活動実態を反映した委員会名称にする

慣例に則り、平成 28 年度から「福島第一原子力発電所廃止措置に向けた地盤工学的新技術と

人材育成に関する検討委員会」（略称「廃炉地盤工学委員会」）と称することとなった。 

 

当該委員会を含めた本採択案件の事業実施体制を図 3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 事業実施体制 
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(2) 廃炉シナリオの実現性の検討 

1) 既存資料の整理 

シナリオ実現性の検討に先立ち、本学会内での理解度の統一を図ると共に、既存の地盤工

学技術の適用性を探るために求められている技術要件等を明らかにすることを目的として、

既存の中長期ロードマップや技術プラン(1)～(7)など関連資料を時系列に沿う形で、包括的に整

理した。以下にその結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 資料整理結果（事故後の対応経緯概略）  
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2) 廃炉シナリオ素案の検討・構築 

前項で整理した各種マップで想定されている工程を基に、考え得る基本的な廃炉シナリオ

の素案を検討・構築した。検討にあたっては、平成 23 年 12 月に策定された中長期措置技術

ロードマップから平成 28 年 6 月の中長期ロードマップ改訂案までを対象に、これらのマップ

で示された廃炉までに必要な作業や内容を 9 つの項目に区分・抽出した上で、時間的な経過

を考慮しつつ、それぞれの項目同士の関連性を示す形とした。 

図 3-3 に構築した基本的なシナリオの素案を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 基本的なシナリオ素案 

 

このシナリオ素案は、平成 27 年度時点において作業が完了した内容も含め、事故発生後か

ら廃炉までの全体の流れを示したものである。シナリオの構造としては、『プラント安定状

態維持・管理』を一例に挙げると、この下位には「臨界管理」「冷却」「閉じ込め」「安全設

備の維持・信頼性向上」など、より詳細な作業工程・項目が想定されている (7)。従って、上

記の 9つの項目の下位には、より詳細なシナリオが設定されることになる。 

なお、本年度検討ではシナリオ素案として、廃炉までの全体の流れを示した段階であるが、

次年度以降の検討では、これらの各項目の下位に設定されたより詳細な作業工程や内容及び

求められる技術要件を整理し、シナリオ構築を進める方針である。これによって、「①：次

節で述べる廃炉に適用可能な地盤工学技術を整理した技術マップ構築に寄与することが可能

（関連する技術情報をより正確且つ効率的に収集可能）」になると共に、「②地盤工学分野

の視点を加味したシナリオの提案」に結びつくことが期待できるものと考えている。 

参考として、シナリオ素案の構築過程で整理したマップの例を図 3-4～図 3-5 に示す。 

なお、これら既往のロードマップ等の整理にあたり、それぞれが異なる形式（時間枠・作

業項目等）で取りまとめられていた状況を分かり易くするため、廃炉までの一連の流れを考

慮した全体的なシナリオ構築を念頭におきつつ、本事業では年代や項目、表現・書式などに

ついて、一定の統一を図った。 
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図 3-4 マップ整理結果例①－中長期措置技術ロードマップ－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 マップ整理結果例②－中長期ロードマップにおける工程と主要なマイルストーン－ 
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3.1.2  廃炉地盤工学カリキュラムの設計開始 

(1) 廃炉地盤工学の意義 

廃炉地盤工学とは地盤力学、地盤環境学、地盤材料学、地盤施工学を学問単元として、原

子力発電所の廃止措置の段階毎に必要とされる技術を分類し、位置付けたものである。これ

は廃止措置に貢献できる地盤工学的技術を体系化することで、同技術の廃止措置各段階での

位置付け（適用可能性）を明確化し、新技術の創出や技術の高度化を促進すると共に、廃炉

事業のための人材教育を主目的としたものである。 

廃炉地盤工学については、将来的には一般的な原子力発電所の廃止処置を対象とするが、

当面は事故を起こした福島第一原子力発電所の 1～4号機を対象とする。 

 

(2) 技術マップの構築 

廃炉地盤工学では技術の実現性に重点を置くため、技術の改良・改善を含めて既存の地盤

系技術の適用性の評価が重要となる。そこで、廃炉地盤工学の創出に向けて、地盤工学技術

を廃炉の観点から再評価すると共に、既存技術の性能向上や新技術の創出、及び再体系化を

図るため、前節で示した構築したシナリオ素案と各種マップの整理結果を踏まえつつ、各廃

炉段階と学問単元とに技術を位置づけた『技術マップ』の試構築を行った。なお、技術マッ

プで位置づけた様々な技術は、本事業で実施した基盤研究開発成果、及び第一回廃炉地盤工

学委員会における呼び掛けによって集められたものである。 

図 3-6～図 3-9 に試構築した技術マップを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 技術マップ(公開用）：①地盤力学 
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図 3-7 技術マップ(公開用）：②地盤環境学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 技術マップ(公開用）：③地盤材料学 

  



3.1-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 技術マップ(公開用）：④地盤施工学 

 

なお、上記の技術マップは集められたリーフレット、カタログ、技術論文などに示された

図版･写真なども共に示し、技術を分かり易く紹介することに主眼においた構成としている。

しかし、今後は更に多数の技術が集まることが想定されるため、各廃炉段階のどの作業項目

に適用可能な技術なのかなどについて系統立てて整理し、将来的なデータベース化に向けた

構成案についても検討し、整理した。 

図 3-10～図 3-11 に各廃炉段階（A～C）と学問単元（①～④）に基づく管理番号を付与し、

整理・再構築した技術マップを、本事業において収集･整理した技術の内訳数量（平成 28 年

3 月時点）を表 3-2 に取りまとめる。 

表 3-2 技術マップにおける内訳数量 

 
(A)汚染水･ 

地下水環境･除染 
(B)燃料デブリ取出し 

(C)処置･処分･ 

  デコミッショニング

①地盤力学 0 件 2 件 1 件 

②地盤環境学 14 件 3 件 12 件 

③地盤材料学 18 件 5 件 10 件 

④地盤施工学 20 件 8 件 21 件 
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図 3-10 技術マップ（平成 28 年 3 月版）①地盤力学～③地盤材料学 
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図 3-11 技術マップ（平成 28 年 3 月版）④地盤施工学 

 

(3) 廃炉地盤工学のカリキュラムに盛り込むべき内容 

廃炉地盤工学の教育実践への適用を進めるために学問単元から単元の包括する内容と授業

を構成する講義や実験などを検討した。以下にその概要を示す。 

1) 地盤力学 

［概要］ 

地盤・構造物連成系の静的及び地震時安定性評価、土構造物や地下空間の安定性評価の

ための技術を主体とする。 

［授業内容］ 

単元を構成するものとしては、伝統的な地盤力学に関する講義、振動実験を含む模型地

盤実験や力学的数値解析等である。 

 

2) 地盤環境学 

［概要］ 

地盤の地下水流動に伴う放射性汚染物質の拡散や地盤内空間（地下空間、トンネル）の

放射線環境評価のための技術を主体に取り扱う。 

［授業内容］ 

単元を構成するものとしては、地下水流動に関する講義、地下水流動の計測・評価・予

測技術実習、各種地盤材料の空間放射線の遮蔽計測実験等である。 
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3) 地盤材料学 

［概要］ 

地盤系材料であるボーリング補助液、止水材、グラウト材、覆土材料等について、新材

料の創出を視野に入れた性能向上のための技術を主体に取り扱う。 

［授業内容］ 

単元を構成するものとしては、土壌化学や土壌物理学の講義、材料の配合実験、材料性

能や特性の評価技術実習、材料を用いた施工実験などである。 

 

4) 地盤施工学 

［概要］ 

地盤関連の施工技術である掘削、埋戻し及び基礎の構築や地盤・空隙への固化物の注入、

地下構造物の構築等について、施工場所の状態に応じて最適な材料・工法の選択が行える

能力の育成を目指す。状態に応じた最適な材料・工法の選択とは一般的な工事において施

工計画の作成時に行われわれていることであり、従って、施工計画とはきわめて具体性の

高いシナリオと解釈することもできる。 

［授業内容］ 

単元を構成するものとしては、数値計画論、出来形・出来高管理技術等の土木系計画論

の講義、施工計画で用いるバーチャルシミュレーション技術の実習と開発、現地での施工

経験などであり，これらは実際に工事を行っている企業へのインターンシップを含めて実

施する。 

 

参考文献 

(1) 東京電力(株)福島第一原子力発電所における中長期措置に関する検討結果，原子力委

員会 東京電力(株)福島第一原子力発電所中長期措置検討専門部会（平成 23年 12月），

8～18 及び図表 1～13 より 

(2) 東京電力(株)福島第一原子力発電所 1～4 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマ

ップ，廃炉･汚染水対策関係閣僚等会議（平成 23 年 12 月） 

(3) 東京電力(株)福島第一原子力発電所 1～4 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマ

ップ（改訂第１版），廃炉･汚染水対策関係閣僚等会議（平成 24 年 7 月） 

(4) 東京電力(株)福島第一原子力発電所 1～4 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマ

ップ（改訂第２版），廃炉･汚染水対策関係閣僚等会議（平成 25 年 6 月） 

(5) 東京電力(株)福島第一原子力発電所 1～4 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマ

ップ（改訂案），第 2回廃炉･汚染水対策関係閣僚等会議（平成 27 年 6 月） 

(6) 中長期リスクの低減目標マップ（平成 27 年 2 月版）ほか，原子力規制庁 原子力規制

委員会 

(7) 東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2015，原子力損害

賠償・廃炉等支援機構（平成 27 年 4 月） 
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3.2 重泥水の放射線遮蔽特性定量調査とそれを活用したデブリ取出し補助技術の可能性机上

検討及び福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物の一時仮置き施設の覆土材のガンマ線

遮蔽特性データ取得と分析（再委託先：早稲田大学） 

 

3.2.1  試験の背景と目的 

平成 23 年 12 月より福島第一原子力発電所の廃止措置に向けた検討が進められてきたが、

中でも溶融して固まった燃料（以下「燃料デブリ」）の取り出しが重要な課題 1)となってい

る。原子力災害対策本部による「福島第一原子力発電所１～４号機の廃炉措置等に向けた中

長期ロードマップ」1)では、2018 年度上半期に燃料デブリ取り出し方法を確定するとされて

おり、取り出し作業時の安全確保の検討が重要事項とされる。図 3-12 に原子炉建屋 1号機の

様子と、廃炉に向けた目標工程を示す。 

 

図 3-12 福島第一原子力発電所・原子炉建屋 1号機と廃炉への目標工程 

 

2015 年 12 月現在、政府の戦略プランでは、最も確実な燃料デブリ取り出し方法として、

「冠水工法」が有力とされている。しかし、水による遮蔽は特に中性子線に有効であるが、

水でガンマ線を遮蔽するためには、距離を十分に設ける必要がある。ここで、中性子線とガ

ンマ線に対して、水よりも高い放射線遮蔽性能を発揮する充填材料として、基本比重 2.5 程

度のベントナイト系高比重泥水である「超重泥水」が、2014 年度の FS 研究において考案さ

れ、超重泥水の高比重と含水によりガンマ線と中性子線を共に遮蔽できる可能性が確認され

た 2)～7)。2015 年度では、より有効な放射線遮蔽特性を発揮するための材料仕様設計に資する

ため、種々配合設計し作製した超重泥水のガンマ線と中性子線の遮蔽特性を実験的に調査す

ると共に、ホウ素含有の有効性及び層厚の効能を定量的に調べることを目的とする。 

一方、福島第一原子力発電所構内において、汚染瓦礫など事故後に発生した放射性廃棄物

の一部は、覆土式一時保管施設で保管されている。図 3-13 に覆土式一時保管施設の概要を示

す。この図における遮蔽用覆土に使用される土質材料の放射線遮蔽特性の定量的な評価は、

十分とは言えない。そこで、遮蔽用覆土材として使用される可能性の高い各種土質材料の放

射線遮蔽特性についても実験的に明らかにし、層厚と放射線遮蔽の関係を定量的に評価する

ことを目的とする。  

燃料デブリ
取り出し方法確定

燃料デブリ
取り出し開始

燃料デブリ
取り出し方針決定

燃料デブリ取り出し
代替工法の募集開始

2021年内

2017年度

2018年度
上半期

2013年
12月

事故発生

12月

2011年
3月 廃炉に向けた

取り組み開始
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図 3-13 覆土式一時保管施設 

3.2.2  試験概要 

本試験ではガンマ線及び中性子線の両線源を用いて透過線量を測定することにより、物質

の放射線低減性能が依存するパラメータを明らかにする。また、各遮蔽材料に関して、ガン

マ線及び中性子線の遮蔽性能の設計に活用するデータベースの試作を行った。 

 

(1) 使用した超重泥水及び高比重ブライン流体 

1) 超重泥水 

本試験で使用した超重泥水の組成配合を以下の表 3-3 に、また、使用した各材料について

の説明を以降に述べる。 

 

表 3-3 2015 年度の試験で使用した超重泥水の配合 

超重泥水 

種類 
比重 

水道水もし

くは蒸留水

(g) 

ピロリン酸

ナトリウム

(g) 

Na 型 

ベントナイト

(g) 

バライト 

(g) 

五ホウ酸 

ナトリウム

(g) 

A 2.5 100 0.2 7 400 0 

B 1.8 100 0.2 10 140 0 

C 1.1 100 0.2 12 10 0 

A ホウ素有 2.5 100 0.2 7 400 4.3751 

B ホウ素有 1.8 100 0.2 10 140 4.3751 

C ホウ素有 1.1 100 0.2 12 10 4.3751 

 

水素原子 H は他の原子と異なり、原子核が陽子 1 個から成り立つため、中性子衝突断面積

が大きい。したがって液体の状態で、水素原子の空間存在度が大きい H2O が中性子の減速材

として用いられる。実験室における試料作製には蒸留水を用いるが、遮蔽実験など超重泥水

が大量に必要となる際は、水道水を使用して作製する。 

ピロリン酸ナトリウムは、重泥水中の粒子の沈降防止のために添加する。遮蔽材としての

長期使用において、材料劣化を生じさせないため、無機系分散剤の一つであるピロリン酸ナ

トリウムを使用する。 

Na 型ベントナイトであるスーパークレイは、主に粒子の沈降防止、また遮水性の付加を目

的し添加する。 



3.2-3 

 

表 3-4 に使用したベントナイトの基本的な地盤工学的性質を示す。なお、以降に示す地盤

工学的性質は関連の図書を参照して頂くと共に、代表的な指標として含水比と湿潤密度につ

いて説明する。 

含水比とは、土に含まれる水分質量を土の乾燥質量すなわち土粒子の占める部分の質量で

除し百分率で表示した物理量である。湿潤密度とは、湿潤状態の土質材料の質量を体積で除

して表示した物理量である。なお、表 3-4 中の液性限界と塑性限界は、土の状態と含水比の

観点から定義されるもので、液性限界は塑性状と液体状の境界状態の含水比を、塑性限界は

半固体と塑性状の境界状態の含水比を意味する。また、塑性指数は液性限界と塑性限界の幅

を意味するもので、無次元の物理量である。 

 

表 3-4 使用したベントナイトの基本的性質 

土粒子の密度 (Mg/m3) 2.62 

モンモリロナイト含有率 (%) 55 

液性限界 (%) 547.0 

塑性限界 (%) 47.39 

塑性指数 499.61 

 

バライト（重晶石）は、高密度にすることで、ガンマ線の遮蔽性等をより有効にするため

に使用する。超重泥水の高比重はバライトの高密度（4.21 Mg/m3）に起因する。バライトの主

成分は硫酸バリウム BaSO4であるが、不純物として Ca や Zn、Al、Mg を含有する無機鉱物であ

り、粉末状において親水性を示す。 

五ホウ酸ナトリウムは、運動エネルギーの小さい中性子の遮蔽に有効であることから使用

する。陽子と中性子の集合である核子と核子の間で衝突を繰り返し、原子核内に留まること

がある。この原子核内への留まりやすさの目安を、中性子吸収断面積という。ホウ素 B は熱

中性子線の吸収断面積が大きく、超重泥水に添加することで中性子線遮蔽性能の向上が期待

される。ここで粒子の凝集を防ぐため、弱アルカリ性を示す五ホウ酸ナトリウムを使用する。 

 

2) 高ブライン流体 

本実験では、上記に加えてデブリの不可視化を解消する充填材として、水のように透明性

を保持し、高比重な材料である高比重ブライン流体を使用した。なお、作製条件により臭化

カルシウムと塩化カルシウムのコンビネーションブライン流体をブライン A、臭化カルシウ

ムのみを用いた溶液をブライン B とし、臭化カルシウムと塩化カルシウムは二水和物の結晶

状態のものを使用した。高ブライン流体の組成配合を表 3-5 に示す。 
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表 3-5 高比重ブライン流体の組成配合 

種類１ 組成配合（出来上がり 1L） 
実験時の

比重 ブライン 
目標比重

@21℃ 

水分量 

(g) 
CaBr2 CaCl2 

CaBr2/CaCl2
濃度(%) 

A 
1.80 685.0 822.0 323.0 62.57 1.81@31℃

1.50 816.6 468.8 224.2 45.60 1.50@34℃

B 

1.73 825.0 1004.9 0 52.16 1.74@14℃

1.67 890.2 780.1 0 44.37 1.67@16℃

1.58 905.0 670.2 0 40.41 1.59@16℃

 

(2) 超重泥水及び高比重ブライン流体の作製方法 

超重泥水の作製手順を以下に記述すると共に、作製の概念を図 3-14 に示す。 

① 攪拌用容器(1L)に所定量の蒸留水を測り取る。 

② 所定の蒸留水を入れた攪拌容器に、ピロリン酸ナトリウムを添加し、攪拌機を用いて 400

～450rpm で 2 分間攪拌する。 

③ 攪拌しながらベントナイトを添加し、攪拌機を用いて 400～450rpm で 2 分間攪拌する。

ベントナイトがダマになってしまう場合はヘラなどを用いてダマを潰す作業を行う。 

④ 攪拌しながらバライトを添加し､攪拌機を用いて400～450rpmでさらに2分間攪拌する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14 超重泥水の作製概念 

 

なお、高比重ブライン流体の作製方法については、特に投入順については規定せず、表 3-5

の配合に基づき混合し、作製した。 
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(3) 遮蔽用覆土材を想定して使用した土質材料 

汚染瓦礫など、事故後に発生した放射性廃棄物の一部は、現在、覆土式一時保管施設で保

管される。放射線遮蔽性能を測定した土質材料の一覧を表 3-6 に示す。 

表 3-6 遮蔽用覆土材を想定した使用した土質材料 

 土質分類 
土粒子の密度 

(Mg/m3) 

目標含水比 

(%) 

目標湿潤密度 

(Mg/m3) 

DL クレー シルト質土 2.62 30 - 

クレイサンド 粘性土 2.60 30 1.7 

関東ローム 7種 粘性土 2.90 
0 - 

30 1.2 

関東ローム 11 種 粘性土 3.00 
0 - 

30 1.2 

東北珪砂 5号 砂質土 2.62 

0 - 

20（飽和状態を

想定） 
- 

注）目標湿潤密度の欄において、「-」と記した条件は、特に目標の湿潤密度を設定せず、目標

含水比のみ設定し、後述の容器内で実施できる締固め方法で行った。目標湿潤密度に数値

が記されているケースでは、締固め試験に基づき、設定した目標含水比に応じて、湿潤密

度の目標値を設定した。 

 

(4) 放射線遮蔽試験の概要と方法 

本試験で用いた放射線源は、密度計や水分計に用いられる測定用の線源である。表 3-7 に

使用線源と線量を示す。 

表 3-7 使用線源と線量 

 線源 線量(MBq) エネルギー 

ガンマ線 137Cs 3.68 0.662 

中性子線 252Cf 1.067 1.406 
 

本試験で使用したサーベイメータを表 3-8 及び図 3-15 に示す。 

表 3-8 使用したサーベイメータの仕様 

検出項目 サーベイメータ 検出器 測定範囲(μSv/h) 

ガンマ線 TCS-172B NaI シンチレーション B.G～30 

全中性子線 TPS-451C 3He 比例計数管 0.01～10000 

高速～速中性子線 ANDES 3He 比例計数管 － 

熱中性子 WARP 3He 比例計数管 － 
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ガンマ線：アロカ製 TCS-172     全中性子線：アロカ製 TPS-451C 

  

高速中性子線：SRE 製 ANDES       熱中性子線：SRE 製 WARP 

図 3-15 各種サーベイメータの概観 

ガンマ線と全中性子線の測定に使用したアロカ製サーベイメータは、放射線の 1cm 線量当

量率(Sv/h)の測定を行う。一方で、高速～速熱、熱中性子線の測定を行った SRE 製のサーベ

イメータでは、1分間あたりの放射線の個数(cpm)（放射線による不連続な信号）を測定して

いる。どちらも空間放射線量率であるが、放射線強度の概念が異なるため、測定値の比較は

容易ではない。 

試験方法及び遮蔽実験の条件を以下に示す。遮蔽体厚さの調整方法は次の二通りで検討し

た。すなわち、遮蔽体厚さごとに容器を用意し、それぞれを測定する条件 A と、容器の個数

を変えることで遮蔽体厚さを変化させ、それぞれを測定する条件 B である。実験手順は測定

条件 A、Bの両方法において同様である。 

以下に実験方法を示す。 

① 地表面から 70 cm 以上離れた土台に、測定試料を充填したアクリル容器を設置する。 

② あらかじめ測定しておいた線源位置から 500mm の地点に放射線検出器を設置する。 

③ アクリル容器の放射線透過面に接するように、線源を設置する。 

④ 放射線検出器を作動させ、検出した値を読み取り、記録を行う。 

⑤ 測定を終えたら、検出器と線源の組み合わせを変更し、測定を行うことを繰り返す。 

⑥ 遮蔽体厚さを 10cm、20cm、30cm 及び 40cm と変更し、上記の手順を繰り返すことで、種々

の放射線を測定する。 
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測定条件 Aでは、遮蔽体厚さごとに厚さの異なる容器を用意し、それぞれ測定する。図 3-16

に試験概要を、表 3-9 に測定条件 Aによる実験の諸元を示す。 

 

 

図 3-16 測定条件 Aによる試験の概要 

表 3-9 測定条件 Aによる実験の諸元 

アクリル 

容器 

透過面 9.0×104 mm2 (300 mm×300 mm) 

アクリル密度 1.19 g/cm3 

板厚 10 mm 

容器① 
透過厚さ 100 mm 

容量 9 L 

容器② 
透過厚さ 200 mm 

容量 18 L 

容器③ 
透過厚さ 300 mm 

容量 27 L 

容器④ 
透過厚さ 400mm 

容量 36 L 

装置 

配置 

地表面からの高さ 1000 mm 

線源と検出器の間隔 500 mm 

線源とアクリル容器の間隔 0 
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測定条件 B による試験では、同様の容器の個数を変えることで、遮蔽体厚さを変化させ、

それぞれ測定する。したがって、各厚さの測定において透過面のアクリル厚さが異なる。図

3-17 に試験概要を、表 3-10 に測定条件 Bによる実験の諸元を示す。 

 

 

図 3-17 測定条件 Bによる試験の概要 

表 3-10 測定条件 Bによる実験の諸元 

アクリル 

容器 

透過面 9.0×104 mm2(300 mm×300 mm) 

アクリル密度 1.19 g/cm3 

板厚 10 mm 

透過厚さ 100 mm 

容量 9 L 

個数 1～4  個 

装置配置 

地表面からの高さ 1000 mm 

線源と検出器の間隔 500 mm 

線源とアクリル容器の間隔 0 
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3.2.3  試験結果の整理方法 

本試験で取得された結果は、以下の観点を踏まえ整理するとともに、今後 5 年間の研究業

務プロジェクトにおいて共有していくことを念頭に、(1)～(3)に示した指標により整理した。 

・放射線の透過線量の測定値は、実験時のバックグラウンド値も含まれる。 

・線源線量は線源のエネルギー減衰の他にも設置状況や容器、温度や湿度など様々な要因

が作用する。 

・遮蔽試験の実施時期が異なれば、使用する線源自体のエネルギー低減のために、継続的

に測定した試験データ間の比較がやや困難になる場合がある。 

 

(1) 放射線低減率 

試料の遮蔽性能を評価する指標として、放射線低減率 Rrad を以下に定義する。アクリル容

器を透過した放射線のうち、さらに遮蔽体を通過した割合を R とすると、下記の式で示され

る。なお、透過線量はバックグラウンド（線源無し）の値を引いたものを使用する。 

0N

N
R   (3.2.2-1) 

ここに、N：試料を充填した状態の透過線量 

    N0：空容器の透過線量 

したがって、放射線低減率は下記の式で示される． 

  10011001
0











N

N
RRrad  (3.2.2-2) 

この物理指標を使用することにより各実験における結果を比率として値を算出することで、

放射線源の経時的なエネルギー減衰の影響を排除することができる。 

 

(2) 土の状態量によるガンマ線低減率の整理 

ガンマ線のエネルギー低減要因である単位体積あたりの電子の存在割合は、みかけの平均

密度と見なす。したがって比重（湿潤密度ρt）による整理を行った。 

 

(3) 土の状態量による中性子線低減率の整理 

前述より、中性子は水素原子との衝突により、運動量保存の法則に従いエネルギーを減衰

する。したがって、水分子の存在割合が重要な指標である。これを表す指標として、試料に

含まれる水の質量を試料体積で割った水分密度ρmによる整理を考える。ここで、水の密度を

1.0 g/cm3とすると、水分密度ρmは体積含水率と等価である。ここでは、簡単のため体積含

水率を用いて整理した。 

        td w

w
w 100

100



               (3.2.2-3) 
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3.2.4  試験結果と考察 

図 3-18 及び図 3-19 に、遮蔽体厚さ 10 cm における試験結果を示す。これらの結果から、

ガンマ線及び中性子線の遮蔽性能に寄与する土の状態量の特定を試みた。検出した放射線の

強度は、比較を容易にするために、前章で説明した物質透過中に低減する線量の割合である

放射線低減率(%)として整理した。なお、整理結果は土質材料を充填していない空のアクリル

容器の透過線量を基準としており、放射線低減率 Rrad が 100%のとき透過線量は 0を示す。 

 

図 3-18 ガンマ線低減率と湿潤密度の関係 

図 3-18 より、ガンマ線低減率が遮蔽材料の湿潤密度に対して正比例的に増加することが確

認された。電磁波であるガンマ線は、物質中の原子核にある電子との衝突によりエネルギー

を低減させるため、電子の存在度が大きい物質、つまり密度が大きい物質による遮蔽が有効

であることを示す。ここで、放射線遮蔽における密度とは、試料全体の平均密度であり、土

質材料の湿潤密度に相当する。  

 

 

図 3-19 中性子線低減率と体積含水率の関係  
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一方、中性子線は個別の中性子の粒子線である。したがって、運動量保存の法則により、

中性子と質量がほとんど同等である水素原子との衝突が、エネルギーの低減に対して最も効

果的である。図 3-19 は水素原子の存在度を水分子として捉えて、体積含水率で整理した測定

結果である。 

東北珪砂及び関東ロームにおいて特に顕著だが、材料の体積含水率の増加に伴い、中性子

線低減効果が大きくなる傾向が確認できる。なお、図 3-19 において確認される値のばらつき

に関しては、速度ごとに異なる中性子粒子の物質に対する挙動や各物質固有の熱中性子吸収・

散乱断面積が影響していると考えられる。 

 

次に超重泥水の厚さの変化に伴う放射線低減率の測定結果を図 3-20 及び図 3-21 に示す。 

 

図 3-20 超重泥水に関するガンマ線低減率と遮蔽体厚さの関係 

 

図 3-21 超重泥水に関する全中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係 



3.2-12 

厚さに伴うガンマ線低減率の変化は、前述の湿潤密度との関係に従い、かつ遮蔽体厚さの

増加に伴い低減率が増加することが分かる。また、図 3-20 から超重泥水が水道水よりも優れ

たガンマ線遮蔽性能を有することが認められる。それに対して、図 3-21 より超重泥水の全中

性子線低減率は、おおむね水道水と同等の性能を示した。また、遮蔽体厚さの増加に伴い、

図 3-18 及び図 3-19 に示した各状態量による低減率の差が、徐々に小さくなることが確認さ

れた。したがって、放射線エネルギーの減衰に関して、物質の湿潤密度及び体積含水率と共

に、放射線の透過距離が重要な要素であることが分かった。また、他の土質材料に関する厚

さに伴う測定においても、同様の結果を得た。 

なお、ホウ素含有の効果については、遮蔽体厚さ 10cm の場合、ホウ素を含有する超重泥水

は含有しないものに比べて約 75%高い熱中性子低減率を示した。したがって、熱中性子吸収断

面積が大きい物質の含有は、熱中性子線の遮蔽に対して有効である。 

次に、高比重ブライン流体の放射線遮蔽試験の結果を図 3-22 及び図 3-23 に示す。 

図 3-22 より、ガンマ線に対する遮蔽能力は、高比重ブライン流体においても、他と同様の

結果を示しており、比重（湿潤密度）の上昇に伴って低減率が上昇している。 

 

図 3-22 高比重ブライン流体に関するガンマ線低減率と比重の関係 

図 3-23（上）より、高速～速中性子線と全中性子線の低減率は、高比重ブライン流体の種

類による差異は、ほとんど認められず、水道水と同程度の遮蔽能力であることが示された。

しかし、熱中性子線低減率はそれぞれ値にばらつきがあり、水道水と比較して低減率が大き

いことが図 3-23（下）から分かる。なお、高比重ブライン流体Ａの低減率が大きいことから、

塩素(Cl)が熱中性子と作用していることが窺える。 

一方、高比重ブライン流体Ｂでは体積含水率の上昇と共に熱中性子線低減率が低下してい

る。これにより、もともとブラインは水道水よりも高い低減率を示していたことから、水分

子の中の水素原子との衝突よりも、臭化カルシウム濃度が熱中性子に効果的であることが示

された。 
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図 3-23 高比重ブライン流体に関する各種中性子線低減率と体積含水率の関係 

 

3.2.5  まとめ 

前章までに述べた試験結果は、今後の超重泥水遮蔽材料や覆土材の仕様設計に使用できる

基本的なデータベースである。今回の試験結果としての主な結論は以下のとおりである。  

(1) 遮蔽材料が同じ厚さの場合、ガンマ線低減率は土質材料の湿潤密度に正比例する。 

(2) 遮蔽材料が同じ厚さの場合、中性子線低減率は土質材料の体積含水率に伴い増加する

傾向が認められる。しかし、複数のエネルギー減衰現象が生じることで、材料ごとに

固有の相違や、データのばらつきがやや生じた。 

(3) 高比重である超重泥水は、水道水よりも優れたガンマ線遮蔽性能を有する。 

(4) 高含水である超重泥水は、水道水と同等の中性子線遮蔽性能を有する。 

(5) 厚さ 10 cm において、ホウ素を含有する超重泥水は、含有しないものに比べて約 75%高

い熱中性子低減率を示した。したがって、熱中性子吸収断面積が大きい物質の含有

は、熱中性子線の遮蔽に対して有効である。  
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3.3 広域な地下水流動を対象とした調査技術の精度検証と現場試験計画及び地下水流動解析

技術の環境整備（再委託先：千葉工業大学） 

 

地盤工学会では、廃炉に向けて図 3-24 に示すような多重防護の提案を行っており、その際に、

把握すべき地下水流動に関して、一般土木の地盤調査・解析に比べ検討しなければいけない課題

が３点あると考えている。 

以下にその３点の課題を整理する。 

① （遮水壁等の建設工事を含めると、原子炉施設内への地下水流入出をより精緻に予測すること

が求められることから）個々の調査技術の分解能や手法の確からしさを向上させること及び主

要な水みち等の構造や性状の空間的な不均質性を精度よく把握すること 

② 最終的には核種移行を評価することが必須となるため、物質移行の調査解析技術を含めた体系

を整えること 

③ 廃炉までの長期間にわたるモニタリングを実現する観測技術を整備すること 

以上の課題を踏まえ、現状から廃止措置までの長期間に亘る地下水環境や作業環境の状況調査

と将来予測を行うため、本年度は地下水の流向・流速を測る試験装置(流向・流速計等)の測定精

度を検証するための室内土層実験装置の設計・制作を行うと共に、学生も含めた若手技術者を対

象に講習会を実施した。また、次年度実施予定のボーリング孔を用いた現場試験計画を策定した。

さらに、広領域・長期間の地下水環境変動予測技術を開発に向けて、地下水理のモデル化及び浸

透流解析・物質移行解析のための PC クラスタと解析・図化ソフトの環境整備を実施した。 

 

 

図 3-24 福島第一原子力発電所周辺の地下水流動 
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3.3.1  室内土層実験による実流速の測定精度の検証 

(1) 概要 

地下水による放射性物質の移動は、間隙内の水の流れに大きく依存する。しかし、現状の

地下水流解析は、ダルシーの法則にしたがった仮想的な流速 v と透水係数 k をもとに扱われ

ている。実際には、水は土粒子間の連続した間隙内を流れるが、現状は土の間隙率 n を用い

て実流速 v'を v/n として求めている。このため、透水係数が小さくなると、間隙の連続性な

どの影響が実流速の推定精度に及ぼすことが考えられる。そこで、地下水浸透環境を室内規

模で模擬的に再現し、地下水の流向や流速の計測原理・試験方法及び評価方法を分かり易く

指導していくための浸透模型水槽（土層実験水槽）を製作した。併せて、初級者向けの実験

手順書を作成し、数日の期間で実験講習会を実施した。 

 

(2) 浸透模型実験の概要 

設計・製作した浸透模型水槽の設計図面を図 3-24 に示す。 

 

図 3-24 浸透模型水槽 

 

この水槽の両側の貯水槽の水面を制御することにより、以下のように動水勾配を与える。 

· 土層水槽の動水勾配は、両側貯水槽の水面高さの差と 100cm で固定されている土層水槽

の横幅より求めることができる。 

· 土層水槽の両側の貯水部の水位は、貯水部と連結した水位調整用タンク中央に配置した

排水管の高さと同じであり、上流側のタンクの水位（上流側貯水槽）は水槽高さ 50cm で

固定されているため、下流側のタンク下の高さ調整台のダイアルを回転することで水位

差を作ることができる。 

水位差は、両貯水槽の水面をスケールで計測することで求める。 
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写真 3-1 浸透模型水槽 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-25 タンク水位差による動水勾配

水槽内の均質な土層は、以下の手順で作成した。 

① 下流側タンクを上流側タンクと同じ高さにして水槽の水面を一番高い状態にする。 

② フルイに土層に使用する材料を入れて、フルイで振いながら水面に落とす。 

（土粒子は水中を自由落下するため、気泡を取り込みにくくなる。） 

③ 水槽内に土粒子の層が均一に高さ 5cm にする。 

④ 丸棒を使用して水槽内の土粒子を締め固める。このときムラができない様にする。 

⑤ 土粒子の層が水槽の高さ 55cm になるまで②～④を繰り返す。 

 

作成した土層を写真 3-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-2 浸透模型水槽の土層  
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(3) 講習会の実施 

前述の実験装置を使用した実験講習会を 2016 年 3 月 29 日に開催し、学生 18 名を含む総勢

49 名の参加者があった。講習会の風景を写真 3-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3 講習会風景 

 

講習会での試験結果は、水位差：1.1cm、排水流量：225cc/min＝3.75cc/sec、水槽断面：

2,967cm2となった。したがって、水槽の流速（ダルシー）は v1=1.26×10-3cm/sec となり、流

向流速計の値は v2＝3.83×10-3cm/sec となった。これから、v1/v2=n/100 と仮定すると、間隙

率が n=33％となる。なお、講習会開催にあたり、事前に水槽に砂を投入して土層を作成した

時に、同様の手順で作成した供試体で間隙率を測定した。その結果は n=40％となっており、

多少の誤差はあるがほぼ一致した。 

 

(4) まとめ 

基本的な地下水の流向・流速を測る試験装置の測定精度を検証するため、室内土層実験を

実施した。今後は、ほかの測定装置を用いて計測してみると共に、核種移行の評価に大きく

影響するダルシーの法則による流速と間隙内を流れる実流速の関係について、基礎的な検討

を実施していく予定である。  
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3.3.2  実験井戸による現場試験計画 

(1) 概要 

地下水の賦存環境及び物質の移行特性を調査・観測する経験を通じて、次世代の技術者を

育成する環境を整える必要がある。このため、実験井戸を用いた現場試験計画を作成するに

あたり、大きく以下の 3点について検討した。 

① 課題・条件を踏まえた基本仕様の作成 

② 試験場所の選定と背景情報の整理 

③ 概要試験計画の作成 

 

(2) 課題・条件の整理と基本仕様 

関連分野の専門家及び有識者との意見交換を通じて、主要な課題・条件を整理した。さら

に、先の結果を踏まえて試験計画の基本仕様を検討した。 

【課題・条件】 

· 個別技術・手法の技術修得はもとより、計画立案から調査・解析・評価までの体系

的な考え方・技術が習得できる環境とすること。 

· 参加者が地下環境を推察しモデル化する等、科学的な知見やデータに基づいて将来

を予測することが可能な環境とすること。 

· ここで整備された施設が、大学等の教育課程に取り込まれ授業計画（シラバス）の

一環として恒常的に活用可能となるようにすること。 

· 学生を含む若手人材に知識や経験のレベルに応じて選択して受講できる環境を整え

ること。 

· 基本的な理論や原理に始まり、室内実験、単一孔での調査及び複数孔での調査と空

間スケールの違いと地盤の不均質性を体験できる一連の環境とすること。 

· 受講者が実験環境を整える／実験を再現することができること。 

【基本仕様①：試験場所】 

· 試験場所については恒常的に利用でき、学生や若手社会人が集える大学や研究機関

で首都圏中心部に近く公共交通手段で容易に来訪できる場所とすること。 

· 井戸掘削や試験を実施するための十分な広さが確保できること。 

· 浅層に泥岩・シルト岩層、礫岩層、砂岩層が分布し地下水面が比較的に浅く被圧さ

れた帯水層が分布すること。 

· 地質・地質構造及び地下水流動に関わる既存情報が整えられていること。 

· 不法に侵入し、悪戯などにより設置した機材が損傷しない環境が整えられているこ

と。 

【基本仕様②：試験内容】 

· 地盤中の地下水の挙動を理解する上で、受け皿となる地質・地質構造（帯水層構

造）、地下水の流動を間接的に予測するための水位分布や地盤の透水性、直接的な流

向や流速の計測、水質の把握及び時間的な変化の観測等を組みあわせた内容である

こと。 

· 空間規模による地盤の不均質性やデータの扱い方を理解するために、単一孔と複数
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孔での試験が一連のプログラムの中で実現できること。 

· 理論と調査手法及び調査を実現するための機器の構造や機能を平易な言葉で分かや

すく説明する資料を準備すること。 

· 試験井戸は種々の調査に対応でき、長期間に繰返し利用ができる仕上げとすること｡ 

· 対象地域の地質を正確に把握し後々も確認できるようにするために、オールコアに

よる 100％の岩芯採取に努め、初期状態を長期にわたり保存できるようにすること。 

· 調査計画における議論の経緯など意思決定のプロセスを記録に残し、追跡性を担保

すること、特に井戸掘削時にしか実施できない調査等は映像記録として残すこと。 

 

(3) 試験場所の選定と背景情報 

1) 試験場所の選定 

限られた時間の中で H28 年度に試験環境を整えることを前提とし、(2)の条件に照らして

複数の候補地点を対象に交渉を進めた。結果、学校法人日本大学文理学部のキャンパスが

利用について同意を得ることができた唯一の地点であった。 

なお、当該候補地点は、地形、地質・地質構造、水理に関する既往情報が整えられ、試験

場所を整備する上で有益であるとともに、キャンパス内で選定された試験場所は、図3-26、

写真 3-4 及び写真 3-5 に示すとおり、試験に必要な十分な広さが確保でき、周辺は駐車場

で近傍まで車両による資材運搬が可能である等、利便性に富む点を評価した。 

 

図 3-26 試験場所候補地点（日本大学文理学部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 南東方向から北西方向を撮影    (b) 北北東方向から南南西方向を撮影 

写真 3-4 試験候補地点周辺の写真  
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写真 3-5 上空からの試験候補地点周辺の写真 

2) 試験場所のバックグランド情報 

・地形（古地形）； 

図 3-27 に示すように日本大学文理学部のキャンパスは、北沢川（図の点線）が作る

段丘状の標高 40m 前後の平坦地に位置する。 

 

図 3-27 試験場所候補地点（日本大学文理学部）周辺の地形 

 

・地質・地質構造； 

図 3-28 の柱状図に示すように、当地域の地質は、上位からローム層、礫層、シルト

質砂層及び砂層（上総層群）から構成される。但し、ローム層の上に旧河川によって

供給された淘汰の悪い礫からなる沖積層が分布することがある。最下位のシルト質砂

層及び砂層は、軽石層を含む(1)(2)。 
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図 3-28 代表的な地質柱状図（Takemura et al. 2016 に加筆） 

 

・水理特性； 

当該地域では直接的な透水性に関わる情報が得られていないことから、これに関連

する物性値として、比抵抗、含水比、空隙率、粒径分布を図 3-29 に示す(1)。 

最上位のローム層は、比抵抗は比較的低い値を示すが、含水比、空隙率とも比較的

高い値を示す。本層の中で地下水位（GL-5m 程度）が確認されている。礫層については、

比抵抗が高いことから、多くの水を含むことが分かる。最下位のシルト質砂層及び砂

層の比抵抗値は上位 2 層の中間的な値を示すとともに、含水比、空隙率とも比較的低

い値を示す。なお、本層に含まれる軽石層は比較的高い透水性を有する可能性がある

（例：図 3-28 の柱状図、図 3-29 における水理特性の GL-30m 付近） 

 

図 3-29 岩相ごとの水理特性（比抵抗、含水比、空隙率、粒径分布） 
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・場の概念モデル； 

日本大学文理学部の周辺を含む領域を対象に実施した地下水流動解析の結果、北沢

川に向かって南下する地下水流動が推定された（図 3-30～図 3-32）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-30 地質構造モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-31 水頭分布の解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-32 地下水流動に関する予測結果の例  

日本大学文理学部 

日本大学文理学部 
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(4) 試験計画 

1) 試験項目と選定根拠 

試験項目は、標準的な地盤の地下水調査に加えて、物質移動挙動を把握する基礎知識を

習得する環境とするため、地質・地質構造、地下水の流動と地球化学組成及び物質移動の

４分野を包含したものとする。 

抽出した試験項目と選定根拠を表 3-11 に整理して示す。なお、本件では同図中に◎で示

した項目をプログラムに採用し、試験計画を具体化した(3)。 

表 3-11 試験項目一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 試験対象層 

地下水の流動や物質移動特性に関わる現場調査の基礎知識を習得するためには、数時間

で調査が完結し、繰り返し利用できる環境が望まれる。また、数 m の孔間距離でトレーサ

ー試験を実施することを踏まえると、0.02～0.04cm/s の自然流速または制御できる環境が

好ましい。なお、採用したボーリング孔内での一通りの調査を実施するためには、10m 程度

の深さを必要とする。 

以上の点を踏まえ、前述の(2)で記した試験場所候補地点の地質・地質構造と水理特性に

関わる既存情報から主な試験対象層について検討した。この結果、図 3-28 に示した地質区

分のシルト質砂層・砂層が被圧滞水層で透水性も比較的高く、深度も上記の条件を満たす

と判断した。その中でも、透水性に重みをおき、砂層に挟在する軽石層及び粗粒砂部分を

試験対象として、複数のストレーナ区間を設置する計画とした。  

適用範囲

保護管

有 有 無

電気検層（ノルマル法）
見掛け比抵抗
自然電位

地層の層厚分布
挟在層位
帯水層位・難透水層位

☓ 〇 ☓ ◎

密度検層 γ線の散乱強度 地盤密度 〇 〇 〇

孔径検層（キャリパー検層） 孔径
孔径
概略地質情報

☓ 〇 〇

温度検層 温度
地盤温度、地温勾配
湧水・温泉湧出地点

〇 〇 〇

速度検層
（ダウンホール法・サスペンション法）

P波伝播時間
S波伝播時間

地盤のP波速度
地盤のS波速度

△※1 〇 △※1

地下水流動層検層
（電位差方式）

比抵抗値の時系列変動 地下水流動層位 ☓ 〇 ☓ ◎

地下水流動層検層
（流量測定方式）

自然条件、注水／揚水時
における流量の時系列変動

地下水流動層位
概略の透水性

☓ 〇 ☓ ◎

透水試験
単孔平衡水位（水圧）
の時系列変動

対象孔近傍の透水係数 ☓ 〇 ☓ ◎

流向流速測定
（電位差／温度）

比抵抗値の時系列変動
温度の時系列変動

地下水流向流速 ☓ 〇 △※2 ◎

水位（水圧）の連続観測 水圧の時系列変動
地下水位
水圧変化に対する連続性

△※3 〇 ☓ ◎

孔間透水試験（揚水試験）
複数孔平衡水位
（水圧）の時系列変動

対象孔間の透水係数等
空間分布

☓ 〇 ☓ ◎

トレーサー試験（地下水流動特性対象）
観測井までのトレーサー到達時間
トレーサー濃度の時系列変動

地下水流向流速
有効間隙率、分散係数
地盤の不均質性

☓ 〇 ☓ ◎

トレーサー試験（物質移行特性対象）
観測井までのトレーサー到達時間
トレーサー濃度の時系列変動

地盤の物質移行特性
地盤の不均質性

☓ 〇 ☓

調
査
項
目
（

井
戸
仕
上
げ
前
）

調
査
項
目
（

井
戸
仕
上
げ
後
）

項
目

試験・検層名 測定する物理量 得られる物性 採用項目孔内水
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3) 試験孔の配置 

試験孔は、平面的には図 3-34 に示した同心円状または格子状の概念を基本とし、最大４

本で地盤の不均質性も把握できる配置とする。 

 

図 3-33 試験孔の配置概念 

なお、実際の配置は立地条件に大きく左右されることに加え、孔間距離等は調査の進展

により得られる地盤の諸特性に関わる情報を加味して判断する必要がある。このため、具

体的な配置は１番目に掘削するボーリング孔（試験孔）の情報を踏まえて段階的に判断す

る。なお、1本目のボーリング孔は以下の①～③に配慮し、写真 3-5 に赤枠でマーキングし

た地点を候補に具現化する。 

① 試験場所候補地点の形状 

② 数 mの間隔で直線的に 3本を配置できる距離の確保 

③ 同心円または格子状の配置に基づく異なる方向への配置 

 

4) 試験孔の仕様 

試験孔は前述したとおり、最大４本で計画し、１本ずつ段階的に掘削していく。２本目

以降の掘削では、既存孔における水位（または水圧）を連続観測し、掘削中の応答を確認

するとともに、水みちの連続性を把握する情報として活用する。なお、既存情報から試験

孔は裸孔での自立は困難と判断できるため、全てを井戸仕上げとする。また、全ての試験

孔は揚水孔と観測孔として利用できる状態とすること、また上下区間と適切に遮断された

複数のストレーナ区間とするためのシール材充填（孔壁とのクリアランスの確保）に配慮

し、φ150mm 程度の孔径で掘削し、VP75（または VP100）の塩ビ管を用いて井戸仕上げとす

ることを基本とする。 

掘削長については約 30ｍを基本とする。これは、被圧滞水層と想定される砂層の出現深

度が G.L.-10m 前後と想定されること、同層の平衡水位が G.L.-数 m から-10 数 m で揚水時
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の水位低下量を確保することに鑑み、砂層を 20m 程度掘削する考えに基づく。 

図 3-34 に試験孔の仕様と試験内容の概念を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-34 試験孔の仕様と井戸仕上げの概念 

5) 掘削方法 

掘削方法の選択も試験孔の仕上り品質や環境影響を考えると重要な検討課題である。試

験場所の地質情報等を鑑みつつ、オールコアリングを基本に孔壁の仕上がり状態を良好に

保ち、効率的に掘削することが望まれる。掘削方法は、技術的な確実性に加えて、今後、

明確になる予算や時間の諸条件を鑑みつつ選択する。なお、現状は表 3-12 に示した方法か

ら選択する計画である。 

表 3-12 掘削方法の選択肢 

 

 

 

 

 

 

(ｍ)
裸
孔

裸
孔

井
戸

井
戸

井
戸

井
戸

井
戸

(ｍ)
裸
孔

裸
孔

井
戸

井
戸

井
戸

井
戸

0

○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

5 ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

10 ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

○ ○
15 ○ ○

○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

20 ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

25 ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

30 ○ ○

35

9 17 4 9 17 4

：水位（水圧）計

透

水

試

験

孔
間
透
水
試
験
（

揚
水
）

ト

レ

サ

ー

試

験

1

 ： ベントナイトペレット ：ストレーナ区間

観

測

井

戸

単孔試験 孔間試験

試験孔②

ボーリング（ｍ）

観

測

井

戸

単孔試験 孔間試験

地

下

水

流

動

層

検

層

地

下

水

流

動

層

検

層

延長(m) 30

電

気

検

層

地

下

水

流

動

層

検

層

孔
間
透
水
試
験
（

揚
水
）

透

水

試

験

水

位

（

水

圧

）

観

測

ローム

地

下

水

流

動

層

検

層
粘
性
土

砂
質
土

礫
質
土

試験孔①

ト

レ

サ

ー

試

験

孔径（㎜）
掘削対象土質

1
　φ130㎜
延長(m) 30

30

ボーリング（ｍ）

推
定
地
質

粘土

砂

砂礫

砂
質
土

礫
質
土

電

気

検

層

孔径（㎜）
掘削対象土質

粘
性
土

　φ130㎜
30

φ130

VP75

φ130

VP75

項目 ロータリー式 パーカッション式 ロータリー式パーカッション ダウンザホールハンマ式

ビット保持 ドリルロッド ワイヤーロープ 2重管ロッド ドリルロッド

掘削作用 孔底をビットで回転切削 孔底をワンビットで打撃 孔底をビットで回転切削 孔底をハンマビットで打撃

掘り屑搬出 泥水／その他で循環 ベーラによる採取 主に水を循環 空気圧送で井外搬出

保孔方法 口元から泥水／気泡を注入 先端ビットより泥水噴出 ケーシング ケーシング

掘削深度 1000m 300m程度 300m程度 200m程度

掘削径 66～700㎜程度 100～800㎜程度 60～125㎜程度 125～600㎜程度

仕上がり径 50～550A程度 50～750A程度 50～100A程度 125～600A程度

適用地盤
未固結堆積層
岩盤玉石層にやや不適

未固結堆積岩・軟岩層
軟質地盤には不適

岩盤（軟岩～硬岩）
未固結堆積層

岩盤（軟岩～極硬岩）
未固結・崩壊層には不適

コア採取 〇 × △ ×
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6) 試験手順（試験フロー） 

上記の 1)～5)に記した検討結果を踏まえ、基本とした考え方を以下に整理する。 

· 地形・地質構造、水理特性、地球化学特性及び物質移行特性を一連の調査で包括的

に実施し、核種の移行を吟味できる統合的な調査を経験できること。 

· 試験場所の不均質性を把握し、単孔と複数孔での試験データの代表性や影響範囲の

違いを認識するため、単一孔と複数孔での試験を組合わせた試験内容とすること。 

· 裸孔では崩落の可能性が高いため、井戸仕上げ前(掘削直後)は泥壁等を洗浄せず、

地質構造や流動層の検出が期待できる必要最低限の調査試験項目を配置する｡ 

· 試験全体の品質と合理性を担保するため、調査の進展に合わせて得られたデータを

段階的に吟味し、次の手順を判断していく進め方を採用する。 

· 試験孔の掘削においてはコア採取率の向上と孔壁の仕上りを優先的にとりくむ。 

· 各ストレーナ区間が適切に遮水されていることを確認するため、孔壁とケーシング

の隙間に水圧計等を設置し、地下水の回り込みや漏洩を観測する。 

· 試験終了後、孔内にはストレーナ区間毎に水位計または水圧計を設置し、次の試験

孔掘削時の圧力応答を観測し、連続性の評価に関わる情報として活用する。 

 

(5) 次年度の工程 

次年度の試験孔の掘削、及び同孔を利用した調査までの工程を表 3-13 に示す。 

表 3-13 工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1週 第2週 第3週 第4週 第1週 第2週 第3週 第4週 第1週 第2週 第3週 第4週 第1週 第2週 第3週 第4週

実施計画書作成

現場環境整備

現場機材搬入

試験孔①の掘削

電気検層

地下水流動層検層（電位差）

井戸仕上げ＋洗浄

地下水流動層検層（流量）

透水試験

流向流速測定

水位（水圧）連続観測

資材撤去と移設

試験孔②の掘削

電気検層

地下水流動層検層（電位差）

井戸仕上げ＋洗浄

地下水流動層検層（流量）

透水試験

流向流速測定

水位（水圧）連続観測

孔間試験準備

孔間透水試験

トレサー試験

データの詳細解析

データセットの作成

資材撤去

報告書作成

1ヶ月目 2ヶ月目 3ヶ月目 4ヶ月目

時間

項目



3.3-12 

(6) まとめ 

これらの検討結果から、次年度の実験井戸による現場試験では、以下の４項目の仕組みを

提示できるような試験となるように計画する。 

① 地盤調査技術の確からしさを室内と現場の環境を用いて吟味できるデータ品質を確保

すること 

② 単一孔試験から複数孔試験と段階的なアプローチにより地下水場を定量的に把握する

こと 

③ 核種移行評価のために、トレーサー試験を実施内容に組込み、収着・吸着等の現象を定

量的に把握すること 

④ 長期モニタリングに備えた基本的原理や将来的な課題を検討できる環境とすること 

 

3.3.3  浸透流解析・物質移行解析のための環境整備・構築 

(1) PC クラスタの整備 

３次元での浸透流解析・物質移行解析を広域で扱うには、通常の PC では容量と計算速度の

問題が生じる。そこで、PC クラスタを導入し、メモリー容量を増設し、並列化処理により速

度を向上させる計算環境を構築した。写真 3-6 に PC クラスタの設置状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-6  PC クラスタ 

Dtransu-3D 導入前に、姫野ベンチ（Fortran90 サイズ:M）でベンチマークテストを行った。

表 3-14 に計算速度（単位:MFLOPS）を示す。なお、今回テストに使用したのは athena と名前

を付けたものである。 

表 3-14 計算速度 

core 8 16 32 64 備考 

athena 35644 38358 53144 － Xeon E5-2667 v3 / Gigabit / OpenMPI 

xeon v2 31466 39826 77283 163076 Xeon E5-2650 v2 / Infiniband / IntelMPI

xeon v3 30029 44807 98953 － Xeon E5-2697 v3 / Infiniband / OpenMPI 

＊参考として Infiniband を使用したシステム構成のベンチマーク結果を示す 
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テストの結果、8core から 16core に増やしても目立った速度の向上はない。また、32core

にすると速度は向上するが、Infiniband がないと効率はあまり上がらない。すなわち、ネッ

トワークを Infiniband に変更することで、ノード間通信を行うプログラムに関しては、性能

向上が期待できる。なお、このとき冷却ファンの騒音が 55～75dBA 程度となり、研究室で解

析を行う場合、騒音を減少させる必要があることが確認されたため、次年度の課題とした。 

 

(2) 浸透流解析・物質移行解析 

３次元飽和・不飽和塩水侵入解析を対象に、導入した Dtransu-3D の基本性能を把握した。

今回は、1node、2CPU、8core(=16core)の並列化で計算した。これは、現在のシステム構成で

は、2node で 32core まで計算が可能な構成であるが、ノード間の通信速度がボトルネックと

なっている。このため、最大の効率ができる 16core でコンパイルし、解析を実施した。 

 

1) 解析モデルと解析条件 

密度依存を考慮した３次元飽和・不飽和解析例として、沿岸部の帯水層で３次元的に揚

水を行った場合の淡水側への海水（塩水）浸入についてモデル解析を行った。図 3-35～図

3-36 に解析モデルと境界条件を、表 3-15 に入力物性値を示す。難透水性層で分けられた

上部帯水層と下部帯水層で揚水を行い、各帯水層における海水浸入の解析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-35 ３次元解析モデル概念図 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-36 境界条件  
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表 3-15 入力物性値 

帯水層材質 ガラス球 

透水係数(cm/sec) 3.5 

有効間隙率 0.406 

淡水密度（g/cm3) 1.000 

塩水密度（g/cm3) 1.025 

縦分散長(cm) 0.2196 

横分散長(cm) 0.0050 

分子拡散係数（cm2/sec) 0.00001 

塩水側は塩水水位で 17m（淡水水位で 17.425m に相当）、淡水側は淡水水位で 17.42m の

静水圧状態に設定した。揚水時は、上部帯水層で揚水部に相当する節点の水頭を16m（x=24m、

y=10m、z=10～14m 区間）に、下部帯水層では 17m（x=30m、y=20m、z=1～5m 区間）に水頭固

定し揚水条件をモデル化した。解析の初期条件は、水頭分布は静水圧で静止状態、濃度分

布は全領域でゼロ（淡水）とした。また、要素分割は x、y 方向（水平方向）を 2m ピッチ

とし、上部及び下部帯水層は z 方向（鉛直方向）を 1m ピッチ、難透水性層は 50cm ピッチ

に分割し、節点数 7140、要素数 6080 とした。また、解析時間間隔は１時間として 3840 ス

テップの非定常解析を行った。 

 

2) 解析結果 

図 3-37 に揚水開始後(a)40 日、(b)80 日、(c)120 日、(d)160 日における塩水濃度分布の

経日変化を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-37 塩水濃度分布経日変化図 
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各色の面が等塩水濃度面を示し、飽和濃度 1.0 に対して赤(0.9)、オレンジ(0.7)、黄緑

(0.5)、緑(0.3)、水色(0.1)の等塩水濃度面を示す。また、黄色の太線が上部帯水層の揚水

位置を、緑色の太線が下部帯水層の揚水位置を示している。 

水色の濃度 0.1 の等濃度面の形状を見ると上・下部層ともに xy 平面において揚水点をピ

ークとして、舌状に塩水が浸入している状況を示し、３次元的な濃度分布が得られた。 

 

(3) まとめ 

設置した PC クラスタを用いて試計算を実施し、当初予定していた解析が実施可能であるこ

とが確認できた。今後はプログラム改良と速度向上を検討する予定である。 
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委託報告書) 
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3.4 研究推進 

3.4.1  廃炉地盤工学委員会 

2016 年 1 月 7 日に表 3-1 のメンバーを招集し、廃炉地盤工学委員会を開催した。議事次第

及び主な討議事項は以下の通りである。 

［議事次第］ 

1. 自己紹介 

2. 委員長挨拶 

3. 採択された JGS 廃炉プロジェクトの内容紹介 

4. 委員会の設置とその方法 

5. 個別基盤研究内容、廃炉地盤工学カリキュラムに関するブレーンストーミング 

6. JGS 廃炉ディスカッションミーティングの開催について 

7. 2016 年度 JGS＠岡山における特別セッションの内容 

8. その他 

［討議事項］ 

・廃炉地盤工学の概念や意図、及び地盤工学会の方針の共有 

・最終的なアウトプットは教育（人材育成）と技術開発であること 

・技術マップをまとめるに際して留意すべき事項（明確にしておくべき点など）について 

・技術開発における東京電力側のニーズについて 

・NFD で提供中の廃炉に関する詳細な情報（資料）について 

・若手技術者の参画方法について など 

 

3.4.2  1F 申請者会合 

本研究を円滑に進めるため、1～2ヶ月に 1回程度、コアメンバーを招集した会議を開催し

た。以下に、同会議での主な議論内容を整理する。 

■ 2015 年 10 月 22 日 第 1回 1F 申請者会合 

［主な議論内容］  

本研究プログラムにおける各テーマ内容（基盤研究開発内容・委員会・人材育成等）と

役割分担、研究体制及び今後のスケジュールについて確認した。 

■ 2015 年 11 月 24 日 第 2回 1F 申請者会合 

［主な議論内容］  

廃炉地盤工学委員会の運営体制や本会議での方向性について議論すると共に、次年度に

向けた新規委員の公募方針、契約動向及び今後のスケジュールについて確認した。 

■ 2016 年 1 月 5 日 第 3回 1F 申請者会合 

［主な議論内容］  

第 1 回廃炉地盤工学委員会の議事次第や流れの確認、説明に用いる資料や発表にあたっ

ての役割分担について確認した。 
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■ 2016 年 3 月 3 日 第 4回 1F 申請者会合 

［主な議論内容］  

成果報告書をはじめとする提出物作成における役割分担や本年度成果の発表予定、委員

公募状況などについて確認。また、同会議では IRID から 8名が参加し、検討中の燃料デブ

リ取出しシナリオの説明を受けると共に、当該シナリオが有する課題と地盤工学的技術の

適用性に関して意見交換を実施した。主な情報交換の内容は次のとおり。 

· 地盤工学会側参加者による炭酸ガスレーザーを使用した掘削方法や重泥水等の技術

についての紹介。 

· 止水技術がセメント系材料に絞りすぎており、ベントナイト系遮水技術や流動化処

理土、泥水技術など、土木技術で開発された多様な技術の適用も検討すべきである

こと。 

· 実際には単一材料だけではなく、複数の材料をそれぞれの役割を考えて使用するこ

とになる。 

· IRID から廃炉地盤工学委員会が有する技術情報の多様性を認識したとの感想がある

と共に、同委員会へのオブザーバー参加の許可依頼を受け、拝承する旨回答した。 

■ 2016 年 3 月 22 日 第 5回 1F 申請者会合（臨時） 

［主な議論内容］ 

シナリオ･技術マップの整理状況及び廃炉基盤研究プラットフォーム第 2 回運営会議に

向けた対応について議論した。 

 

3.4.3  関係機関協議 

廃炉地盤工学委員会・1F 申請者会合等に加え、当該文科省プロジェクト採択機関や関連機

関との連携及び情報交換のため、以下の会議に参画した。 

2015 年 

12 月 7 日 JST ワークショップ、廃炉有識者会議（参加者：小峯、鈴木、後藤、菱岡） 

12 月 15 日 廃炉基盤研究プラットフォーム第 1回運営会議 

（参加者：小峯、鈴木、後藤、菱岡） 

12 月 21 日 福島復興・廃炉推進に貢献する学協会連絡会／事務局 日本原子力学会 

（参加者：小峯） 

2016 年 

1 月 9 日 日本学術会議主催フォーラム「巨大災害から生命と国土を護る－30 学会からの

発信」最終回(11 回)（参加者：東畑） 

1 月 22 日 東京工業大学廃止措置技術・人材育成フォーラム（参加者：後藤） 

2 月 5 日 高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する「科学的有望地の要件・基準に 

関する地層処分技術 WG における中間整理」の説明会（参加者：小峯、後藤） 

3 月 16 日 第 1 回次世代イニシアティブ廃炉技術カンファレンス（NDEC-1）、第 3 回廃炉

有識者会議（参加者：小峯、鈴木、後藤） 

3 月 28 日 第 2回廃炉基盤研究プラットフォーム（参加：東畑、斎藤、菱岡） 
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3.4.4  講習会・視察等 

本研究課題である人材育成に向けて、以下に示した地盤工学会主催の講習会を開催したほ

か、委員会メンバーを主体に福島第一原子力発電所の視察を行い、現地での東京電力担当者

との議論や説明などにより事故原子力発電所の現状を把握した。 

以下にこれらの概要を示す。 

■ 2016 年 3 月 22 日：地盤工学会福島第一原子力発電所視察 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-7 事前説明の様子         写真 3-8 構内の状況 

［参加者］ 

２８名、うち学生８名 

■ 2016 年 3 月 29 日 ：「実験から把握する地下水流速」廃炉地盤工学委員会講習会  

於：千葉工業大学 

［講習会の目的］ 

地盤工学において、一般には地下水は流量が問題になることが多いため、ダルシーの法

則に従う地下水解析を教えている。この方法は、地盤を多孔質体と仮定し、全断面でどれ

だけの流量があるかを算定するため、透水係数という地盤パラメータでその特性を表現し

たものである。しかし、実際には土粒子の間隙を縫って地下水は流れるため、透水係数か

ら算定された流速（ダルシー流速）より、実際の流速（実流速）は速くなる。また、地盤の

間隙率（有効間隙率）や動水勾配も影響すると考えられる。したがって、地下水による汚

染物質等の広がりを把握するためには、この実流速が重要となることから、本講習会では

実験土層を用いて、これらの差異があることを把握する。 

［実施内容］ 

最初に問題点の概要に加え、実験土層を用いた実験の目的と内容を説明した。次いで人

工地盤に期待する平均流速等を踏まえ実際に実験土層を製作し、動水勾配の条件を変化さ

せた実験を通じてダルシー流速を求め、事前の理論的（または解析的）に導いた流速を比

較検討した。さらに、実験土層の任意の点に流向流速計を設置し、ポイントでの流速を測

定したほか、状況に応じてトレーサー試験により流速を算定した。以上に加え、人工地盤

の有効間隙率を実験的に求め、実流速を推定した。これらの結果を比較検討することによ

って、地下水流速とは何であるかを理論と実験の両面から学習した。 

［参加者］ 

４９名、うち学生１８名 
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4. 結言 

本研究課題では、実効性の高い技術に基づき福島第一原子力発電所の廃止措置を実現すること

を目指し、高放射線環境下など原子力分野特有の条件を地盤工学へ融合すると共に、現状から廃

炉までの時間軸を考慮しながら、個別基盤研究テーマ「①：現状から廃止措置までの長期間の地

下水環境・作業環境の状況調査と将来予測」、「②：土・地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ

取出し補助技術と掘削技術の適用評価、それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニュー

の提示」、「③：福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショニング

に関する実現可能な技術の開発」の技術開発を実施している。さらに、これらの技術を体系化し、

原子力技術者と協働できる新しい地盤工学技術者を育成するプログラム「廃炉地盤工学」の構築

を進めるものである。 

５カ年計画の１年目である本年度の業務実績としては、地盤工学会において福島第一原子力発

電所廃止措置に向けた地盤工学的新技術と人材育成に関する検討委員会（略称「廃炉地盤工学委

員会）※を構築するとともに、廃炉シナリオ及び廃炉地盤工学カリキュラムの設計を開始した。再

委託先の早稲田大学では、重泥水の放射線遮蔽特性定量調査とそれを活用したデブリ取出し補助

技術の可能性に関する机上検討及び福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物の一時仮置き施設に

おける覆土材のガンマ線遮蔽特性データ取得と分析を実施した（個別基盤研究テーマ②③）。も

う一つの再委託先である千葉工業大学では、広域な地下水流動を対象とした調査技術の精度検証

と現場試験計画の策定及び地下水流動解析技術の環境整備を進めた（個別基盤研究テーマ①）。 

 

次年度は今年度成果を踏まえ、地盤工学会において「(1)廃炉地盤工学の構築と廃炉プロセス技

術シナリオの評価」「(2)廃炉地盤工学教育システムの構築、」「(3)廃炉地盤工学に関する認知

度の向上と技術の集約体制の構築」を進める。さらに、再委託先の早稲田大学では、超重泥水・

各種覆土の放射線遮蔽性能評価をさらに深化させる。同じく千葉工業大学では、室内実験及び原

位置調査をさらに進め、地下水環境等の解析・調査技術と予測技術の高度化を進める。 

 

※ 計画書段階の名称：廃炉シナリオ検討委員会（JGS オールジャパン廃炉委員会） 


